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202４賃金確定闘争～12月23日最終交渉に向けて
県独自号給廃止、昇給、成績率格差拡大の当局提案を全力で跳ね返そう！
職歴のある職員の昇給昇格や会計年度任用職員の雇用改善等の課題を解決するため結集を！

12月18日、県労連は12月11日の第3回幹事団交渉で当局から「しかるべき場で情報提供を行いたい」とされた次の諸課題について説明を受けました。
この課題も含めて、12月23日に幹事団交渉を行います。

Ⅰ　初任給の特例

１．大学3年次等受験者の翌年度採用に係る初任給の特例

（１）提案理由
　2024年度から、秋季Ⅰ種試験の総合土木職と電気職に限り、大学３年次から受験可となったが、Ⅰ種試験合格者であっても大学中退などにより21歳で採用された場合、Ⅱ種やⅢ種での区分により初任給を決定することとなる。

⇒　他のⅠ種試験合格者との均衡の観点から特例を設ける。

（２）見直しの内容

	Ⅰ種試験豪華者の初任給（行１）

	採用時年齢
	経歴
	適用される初任給基準※
	経験年数調整後の

級号給※
	見直し後

	21歳
	高校卒
	社会人3年
	Ⅲ種
1-5

(1-9)
	1-17

(1-21)
	1-21

(1-25)

	
	短大卒
	社会人1年
	Ⅱ種
1-15

(1-19)
	1-19

(1-23)
	

	
	大学3年
	中退
	
	
	

	

	22歳
	高校卒
	
	Ⅰ種
1-25

(1-29)
	1-25

(1-29)
	

	
	短大卒
	
	
	
	

	
	大学3年
	1浪等
	
	
	

	
	大学卒
	
	
	
	


※（ ）内は初任給の調整（4号給加算）後の級号給
（３）施行期日　2025年４月１日

２．再採用制度に係る初任給の特例

（１）提案理由
　再採用制度は、育児・介護を理由にやむを得ず離職する職員について、県職員時代の経験の活用を図る観点から創設したものであり、制度趣旨を踏まえ特例を設ける。

（２）見直しの内容

	項目
	現行
	見直し後

	職務の級
	行１職4級（3級以下で退職の場合には同一級）相当（原則）
	退職時の級（上限は行1職4級相当）

	号給
	「職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則」等の規定により、新たに職員となった者の初任給算定に従って決定
	退職時の号給を基礎として、退職から再採用までの経験年数を55歳（行２、医１は57歳）の年度を超える部分を除き、号給を換算して初任給を決定


（３）施行期日　2025年４月１日
（４）計算例
	項目
	現行
	見直し後

	基礎級号給
	行１職4級1号
	行１職4級40号

（退職時級号給）

	経験年数の調整
	15年－11年⇒4年（16号給）・在職中の経験

4年×0.25⇒1年（4号給）／退職後の在家庭年数
	4年×0.25⇒1年

（4号給）／退職後の在家庭年数

	初任給の調整
	4号給
	なし

	再採用時初任給
	行１職4級25号
	行１職4級44号


３．在職者調整
　２の措置を講じるにあたっては、施行期日前において再採用制度により採用された職員を対象に、在職者調整を行うものとする。
Ⅱ　扶養手当

１．提案理由
〇国では配偶者に係る手当を廃止し、子に係る手当を13,000円に引き上げることとされた。

〇人事委員会報告でも、「本県においても、このような民間及び職員の支給状況並びに人事院の給与報告・勧告の内容を考慮して決定すること」とされている。

２．見直しの内容

（１）見直しの考え方

ア　配偶者及び子に係る支給額
　　人事委員会勧告どおり、国準拠の手当額とする。
イ　「特定期間」の子に係る加算、父母等に係る支給額

　　いずれの区分も国を上回っているほか、本県の支給額がいずれも他団体を上回っており、国及び他団体との均衡の観点から国準拠の手当額とする。

ウ　経過措置

　　国は原則2年としており、本県も同様に2年とする。

（２）見直し後の支給額

	扶養親族／職位
	現　在
	2025年
	2026年

	配偶者（7級以下）
	7,400
	3,500
	廃止

	子（配偶者がない場合）
	15,200
	14,100
	13,000

	子（1人目）
	10,200
	11,600
	

	子（２人目）
	11,000
	12,000
	

	子（３人目以降）
	12,000
	12,500
	

	特定期間の子（加算額）
	7,000
	6,000
	5,000

	父母（7級以下）
	7,000
	6,800
	6,500


３．施行期日　2025年４月１日
☆組合の評価

配偶者手当を廃止するとしても、自身が病気や介護のために働きたくても働けない配偶者がおり、こうした弱者への配慮が必要です。また、特定期間（16歳から22歳）の子の加算額を減額することは「子を有する職員に対する生計費の補填の充実」を求める人事委員会勧告の趣旨と矛盾しており、提案を撤回すべきです。
Ⅲ　通勤手当

１．提案理由
　新幹線等を通勤利用しやすくすることによる人材確保、組織パフォーマンス向上等

２．見直しの内容

	項目
	現行
	見直し後

	交通機関等利用者の1か月あたりの支給限度額
	①45,000円まで⇒全額

②45,000円超45,600円未満

⇒45,000円＋（運賃相当額－45,000円）／２

③45,600円以上

⇒運賃相当額－300円
	1か月あたりの交通機関等に係る通勤手当の額、交通用具に係る通勤手当の額及び新幹線等に係る通勤手当の額を合算した額の限度を150,000円とする。

	特別料金等の扱い（通常の手当額に加算）
	新幹線鉄道等に係る通勤手当の１／２（1か月あたりの２分の１の額が2万円を超える場合は2万円）
	

	転居（新幹線・高速道路いずれも）
	支給しない。
	育児、介護等のやむを得ない事情により転居して新幹線等による通勤を必要とする職員で異動等により新幹線等による通勤を行う職員と同様に取り扱う必要がある職員に対しても手当を支給する。

	利用の基準（新幹線・高速道路いずれも）
	次のいずれかに該当すること（30分要件）

①通勤時間が30分以上短縮すること。

②①に相当すると人事委員会が認めるもの。
	通勤事情の改善に相当程度資するものであると認められるものに限り取り扱いを廃止する。（30分要件の廃止）


３．施行期日　2025年４月１日
４．経過措置
　2025年度より前に要件を満たしていた職員についても、新幹線等に係る特例を適用する。

☆組合の評価

　「30分短縮」要件は廃止されますが、「通勤距離60㎞以上」「通勤時間90分以上」の要件に変更はなく、車通勤せざるを得ない障害のある職員が引き続き対象外となることから、障害のある職員については、通勤距離、通勤時間も要件適用を除外すべきです。
Ⅳ　昇給制度
１．提案理由

人事委員会報告において「昇給制度の見直しについては、各役職段階に応じて、個々の職員の能力・実績をより適切に反映できるよう、適切な対応を検討」とされていることから、昇給の号給数を国準拠とする。

２．見直しの内容

	区　分
	現　行
	変更後

	極めて良好（Ａ）
	６号給(２号給)
	８号給(２号給)

	特に良好（Ｂ）
	５号給(１号給)
	６号給(１号給)

	良好（Ｃ）
	４号給(昇給無)
	４号給(昇給無)

	やや良好でない（Ｄ）
	３～１号給

(昇給無)
	２号給(昇給無)

	良好でない（Ｅ）
	昇給無
	昇給無


※（ ）内は55歳の年度末に達した職員の昇級号給数
３．施行期日　2027年４月１日

Ⅴ　勤勉手当の成績率
１．提案理由

〇国では、特に高い業績を挙げた者に対してより高い水準の処遇が可能になるよう「特に優秀」の成績区分の成績率の上限を２倍から３倍に引き上げた。

〇給与制度のアップデートの趣旨も踏まえ、今回見直しを提案するもの。

２．見直しの内容

　各区分の間差は、国の成績率の下限との間差（＋11.5）とする。
	区分
	2024年度
	2025年度

	
	成績率
	間差
	成績率
	間差

	特に優秀
	121／100
	9.0
	125.5／100
	11.5

	優秀
	112／100
	
	114／100
	

	良好
	103／100
	
	102.5／100
	


　※再任用職員については、現行どおり（国準拠）
　※人員分布については変更しない（「特に優秀」10％、「優秀」30％）
　
☆組合の評価

　「昇給制度」、「勤勉手当の成績率」はともに、「人事評価制度」に基づき定められています。人事評価制度は労使で十分交渉協議を行い、「人材育成のための制度」「目立たない仕事を地道に努力する職員も評価する」「いたずらに差を設けるものではない」との確認のもとに策定したもので、この趣旨に基づき当初から国とは異なる昇給幅、成績率を設定しています。これを大きく変更するのであれば、もとの人事評価制度から議論すべきであり、昇給幅、成績率のみの提案には応じられません。
　特に、6割を占める「良好」職員の成績率の配分を減らして上位区分の原資とすることは過去に一度もなく、「普通に」頑張っている職員のやる気をそぐもので、職員にとっても組織にとってもマイナスでしかありません。

Ⅵ　休暇等の付与時期の変更について
１．提案理由

年次休暇その他の暦年で付与する休暇等について、年度付与に改めることにより全任用形態で休暇等の付与に対する考え方を統一することに繋がり、事務事業の見直しに加え、人材確保にも期待できることから提案したもの。

２．見直しの内容

（１）対象職員

　　全職員（臨時的任用職員、暫定再任用職員、会計年度任用職員等を含む。）

（２）内容

　　暦年（１月１日～12月31日）又は任用から１年で付与する休暇等を、年度（４月１日～翌３月31日）付与へ変更。
（３）任期付職員、臨時的任用職員は短時間勤務職員を参考に、継続勤務期間及び任用期間に応じ比例付与とする。
☆組合の評価

　付与時期の変更により年休取得に支障が生じることのないよう、具体的な年休取得促進策を示すべきです。
県労連確定闘争交渉日程
〇１２月２３日（月）　県労連最終交渉

　　　　　　　　　　 自治労県職労拡大評議委

〇１２月２５日（水）　戦術配置
自治労県職連合　新春のつどい
☆日時：1月1０日（金）18時30分から

☆会場：波止場会館１階
☆会費：無料

　　皆さんお誘いあわせのうえ、お越しください。
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